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第１章  総 規 

 

岐阜県地方競馬組合規約 

昭和４５年 ４月 １日自治許第１８７号許可 

 

改正  昭和４７年 ３月２９日自治許第２３３号許可 

昭和５２年 ５月１３日自治許第５１９号許可 

平成 ５年  ２月  １日自治許第  １８号許可 

平成１１年 ４月２０日自治許第１６４号許可 

平成１７年 ４月 １日総行市第３１０号許可 

平成１９年 ３月２８日総行市第 ６１号許可 

令和 ３年 ５月１４日総行市第 ４６号許可 

 

   第１章  総  則 

（名 称） 

第１条 この組合は、岐阜県地方競馬組合（以下「組合」という。）という。 

（組合を組織する地方公共団体） 

第２条 組合は、次の地方公共団体（以下「関係団体」という。）をもって組織する。 

岐阜県、笠松町、岐南町 

 （共同処理する事務） 

第３条 組合は、競馬法（昭和２３年法律第１５８号）の規定による関係団体の競馬の実施に関す

る事務を共同処理する。 

 （組合の事務所の位置） 

第４条 組合の事務所は、羽島郡笠松町若葉町１２番地 笠松競馬場内に置く。 

 

   第２章  組合の議会 

 （議員の定数） 

第５条 組合の議会の議員（以下「組合議員」という。）の定数は、１６人とし、関係団体ごとの

組合議員の定数は、次のとおりとする。 

関係団体名 関係団体の組合議員の定数 

  岐阜県         ８人 

  笠松町         ５人 

  岐南町                 ３人 

 （議員の選挙） 

第６条 組合議員は、関係団体の議会において当該関係団体の議会の議員のうちから選挙する。 

 （議員の任期） 

第７条 組合議員の任期は、関係団体の議会の議員の任期による。 

２ 組合議員に欠員を生じたときは、関係団体の議会においてすみやかに、補欠の組合議員を選挙

しなければならない。 

 

   第３章  組合の執行機関 

 （執行機関） 
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第８条 組合に管理者、副管理者２人及び会計管理者を置く。 

２ 管理者は、岐阜県副知事の職にある者で知事が指名するものをもって充てる。 

３ 副管理者は、笠松町長及び岐南町長の職にある者をもって充てる。 

４ 会計管理者は、笠松町会計管理者の職にある者をもって充てる。 

５ 管理者の任期は、岐阜県副知事の任期による。 

６ 副管理者の任期は、笠松町長及び岐南町長の職にある者にあっては、それぞれの職の任期とす

る。 

 （監査委員） 

第９条 組合に監査委員４人を置く。 

２ 監査委員は、管理者が組合議会の同意を得て、組合議員及び関係団体の識見を有する監査委員

のうちから、それぞれ２人を選任する。 

３ 監査委員の任期は、組合議員のうちから選任されたものにあっては、組合議員の任期とし、関

係団体の識見を有する監査委員のうちから選任されたものにあっては、当該関係団体の監査委員

の任期による。 

 

   第４章  利益金の配分及び組合の経費 

 （利益金の配分） 

第１０条 競馬事業から生じた利益金の配分の割合は、次のとおりとする。 

関係団体名 配 分 割 合 

岐 阜 県   １９分の１５ 

笠 松 町   １９分の２．５５ 

岐 南 町     １９分の１．４５  

（組合の経費） 

第１１条 組合の経費は、組合の事業から生ずる収入その他の収入をもって支弁し、不足するとき

は、その不足額を関係団体に分賦する。 

２ 前項の規定により分賦する金額の割合は、組合の利益金の配分割合による。 

 

 

 

 

附 則 

１ この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８４条第１項の規定による自治大臣

の許可のあった日から施行する。 

２ この規約による最初の組合議会は、組合設置後関係団体の最初の議会が開かれ、組合議員が選

挙されるまでの間は、関係団体の議会の議長が指名する議員をもってあてる。 

   附 則 （昭和４７年３月２９日） 

この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定による自治大臣の

許可のあった日から施行し昭和４６年度分の利益金から適用する。 

   附 則 （昭和５２年５月１３日） 

この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定による自治大臣の

許可のあった日から施行する。 
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   附 則 （平成５年２月１日） 

この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定による自治大臣の

許可のあった日から施行する。 

   附 則 （平成１１年４月２０日） 

この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定による自治大臣の

許可のあった日から施行する。 

   附 則 （平成１７年４月１日） 

この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定による総務大臣の

許可のあった日から施行する。 

   附 則 （平成１９年３月２８日） 

この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定による総務大臣の

許可のあった日から施行する。 

   附 則 （令和３年５月１４日） 

この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定による総務大臣の

許可のあった日から施行する。 

 


